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   令和７年度社会資本整備総合交付金事業大規模盛土造成地二次スクリーニング

調査解析業務に対する質疑について（回答） 
 
 標記の件について、下記のとおり回答いたします。 
 

記 
 

質 問 事 項  回 答 

・入札公告にあります配置技術者につ ・ご質問のとおりです。 
いて、「担当技術者」は「技術士（建設  
部門（土質及び基礎）または応用理学部  
門（地質）」、「地質調査技士」（各１名）  
との記載がありますが、各１名とは  
 ・技術士 １名  
 ・地質調査技士 １名  
との認識でいいでしょうか。  
  
・特記仕様書 第８条 個人情報保護 ・JIS Q 15001のみでも可能です。なお、 
に関する情報セキュリティについて 契約時に資格証の写しの提出をお願し 
「（２）プライバシーマーク（Pマーク ます。 
：JIS Q 15001）による認証」と記載 また、第９条についても同様に契約時に 
されていますが、「JIS Q 15001」のみ  資格証の写しの提出をお願いします。 
でもよろしいでしょうか。  
  
・【一般調査業務 土質試験 三軸圧縮 ・「間隙水圧測定含む」を計上していま 
試験の計上について】 す。 
三軸圧縮試験では、積算上「圧密排水試  
験のみ」「間隙水圧測定含む」のどちら  
を計上すればよろしいでしょうか。  
  



・【一般調査業務 地下水調査 材料費 ・ご質問のとおりです。 
・諸雑費の計上について】  

地下水調査における材料費・諸雑費は、  
各項目「直接人件費×率（％）」にて算  
出した金額を計上することでよろしい  
でしょうか。異なる場合、正しい計上方  
法についてご教示願います。  
  
・【一般調査業務 諸経費の計上につい ・一般調査業務の諸経費の計上にあた 
て】 り除外する項目はありません。 
諸経費の計上にあたり、算出対象額より  
除外する項目がありましたらご教示願  
います。  
  
・【解析等調査業務 最低制限価格算出 ・解析等調査業務につきましては、①の 
方法について】 方法で算出しています。 
設計書 28ページ目以降に記載されてい  
る解析調査業務について、最低制限価格  
は、下記の①②のどちらの方法にて算出  
となりますでしょうか。下記以外である  
場合、正しい算出方法についてご教示願  
います。  
①解析等調査業務費の額×8/10  
②（直接人件費の額）+（直接経費の額）  
+（その他原価の額×9/10）+（一般管理  
費等の額×4.8/10）  

 
※「質問事項」については、各業者から提出された原文をそのまま使用しております。 
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